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在タイ日系進出企業における「現地採用日本人」の

活用に関する研究

―「バウンダリー・スパナー」としての可能性と　　　

　　　　　　　　　「日本人性」を巡る状況を中心に―

古 沢 昌 之

要旨　本論文の目的は，東南アジアの中で日本企業の最大の進出先であり，最多の在留邦人

を擁するタイにおける「現地採用日本人」（日本人 SIEs）の活用について，「バウンダリー・

スパナー」としての可能性と「日本人性」を巡る状況を中心に考察することにある。在タイ

日系進出企業に対するアンケート調査の結果，SIEs は駐在員（AEs）と比べて高いタイ語能

力とタイでの長い在住・就労経験を有することから，日タイの文化に架橋する「バウンダ

リー・スパナー」としてのポテンシャルを有した人材集団であると考えられる。また，回答

企業が SIEs を雇用する背景には「日本語能力」「日本人の考え方や日本のマナー・ビジネス

慣行に対する理解」といった「日本人性」に対する期待があることが分かった。

Abstract　This paper explores the utilization of Japanese self-initiated expatriates

（SIEs）in Thailand where Japanese companies have the largest number of subsidiaries 

and the number of Japanese residents is the highest among Southeast Asian countries 

from the perspectives of their potential as boundary spanners and Japaneseness.　

We find that Japanese SIEs seem to have potential as boundary spanners because 

of their living and working experience in Thailand and fluency in the local language 

based on our questionnaire survey of Japanese-affiliated companies in Thailand.　

The research also reveals that the Japanese-affiliates employ Japanese SIEs owing 

to their Japaneseness such as Japanese language ability and familiarity with Japanese 

way of thinking, Japanese manners or business customs.

キーワード　現地採用日本人，在タイ日系進出企業，バウンダリー・スパナー，日本人性，

　　　　　　日本人駐在員
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１．は　じ　め　に

本国人社員の「海外派遣」と現地人の「登用」（「現地化」）を巡る問題が顕在化する一

方で，人材のグローバルな移動が活発化する中，多国籍企業における新たな人材オプショ

ンとして「現地採用本国人」（self-initiated expatriates: SIEs）に対する関心が高まって

いる（Andresen, Al Ariss, & Walther, ２０１２; Vaiman & Haslberger, ２０１３; 古沢，２０２０）。

SIEs は，ローカル社員として採用されることが通常なので，企業にとっては本国人駐在

員（assigned expatriates: AEs）に比して「人件費が低廉」であるというメリットがある

ほか，ホスト国の言語や文化に精通している場合が多いことから，「バウンダリー・スパ

ナー」（boundary spanner: ホスト国と本国の文化の橋渡し役）としての働きが期待でき

る（Crowley-Henry, ２００７; Biemann & Andresen, ２０１０; Hu & Xia, ２０１０; Harzing, Kö ster, 

& Magner, ２０１１; Dorsch, Suutari, & Brewster, ２０１２; Furusawa & Brewster, ２０１８・

２０１９; 古沢，２０２０）。

また，日本企業に関して言えば，古沢（２０１７・２０１８・２０２０）が，中国及び英国での実態

調査に基づき，日系進出企業は正確な日本語能力や日本の文化的特性（勤勉，誠実・正直，

時間に正確など）の発揮といった「日本人性」（Japaneseness: Furusawa & Brewster, 

２０１５）を求めて日本人 SIEs を雇用している様子を述べている。

こうした中，本論文の目的は，東南アジアの中で日本企業の最大の進出先であり，在留

邦人数が最も多いタイにおける「現地採用日本人」の活用について，日本人 SIEs の「バ

ウンダリー・スパナー」としての可能性と「日本人性」に関する状況を中心に理論的・実

証的に考察することにある�。具体的には，まず文献レビューを行い，国際人的資源管理

における「海外派遣」と「現地化」を巡る諸問題，人材の国際移動の活発化，さらには

「現地採用本国人（日本人）」に関わる先行研究の議論を整理する。次に，筆者が在タイ日

系進出企業に対して実施したアンケート調査の結果を報告する。そして，分析結果からの

インプリケーションを提示したい。
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�　経済産業省（２０１９）によると，タイにおける日本企業の現地法人は２,２２１社で，第２位のシンガ
ポール（１,１０３社），第３位のインドネシア（１,０５８社）を大きく引き離している。同様に，東洋経
済新報社（２０２０）でも，タイの日系進出企業数は２,６６２社に達して東南アジアで最多となっている

（２位はシンガポール＝１,５２４社，３
　

 位はインドネシア＝１,３７５社）。
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２．文 献 レ ビ ュ ー

　�　本国人の「海外派遣」と「現地化」を巡る諸問題

①本国人の「海外派遣」に関わる問題

Galbraith & Edströ m（１９７６）及び Edströ m & Galbraith（１９７７）は，海外派遣の目

的として，現地人に適任者がいない場合の「ポジションの補充」，異文化での経営体験に

よる「管理者の育成」，さらには国際人事異動を通した「組織開発」（国境を越えた社会化）

を取り上げた。また，白木（２００６・２００９）は，海外駐在員の役割として，「現地法人の経

営管理」「経営理念・経営手法の浸透」「本社との調整」「技術移転」「キャリア開発」「後継者

となる現地人幹部の能力開発」など多様な項目を提示している。

しかし，本国人の海外派遣には留意すべき点も多い。具体的には，これまで多くの研究

において，「派遣の失敗」が取り上げられてきた（Tung, １９８１・１９８２・１９８４; Mendenhall 

& Oddou, １９８５; Adler & Ghadar, １９９０; Black & Mendenhall, １９９０; Black, Mendenhall, 

& Oddou, １９９１; Ehnert & Brewster, ２００８; Furusawa & Brewster, ２０１６）。この問題は，

とりわけ米国企業において深刻とされ，Black, Mendenhall, & Oddou（１９９１）は，先行

研究から導出される失敗率（任期満了前の帰国や解任）が１６～４０％に達すると述べている。

そして，派遣の失敗は，企業に対して多大なコストを強いることになる（Copeland & 

Griggs, １９８５; Black et al., １９９９; Tungli & Peiperl, ２００９）。例えば，Briscoe & Schuler

（２００４）は関連の諸研究をレビューし，派遣の失敗が本社にもたらす損失は駐在員１人あ

たり５０万～１００万ドル（あるいはそれ以上）に及ぶ旨を報告している。

こうした状況を受けて，Tung（１９８１・１９８２・１９８４）は，米国企業の高い失敗率の原因

として，「専門的・技術的能力」（technical competence）に偏重した「選抜基準」と「派

遣前研修」（特に「異文化適応研修」）の不足を指摘している。Tung（１９８１）によれば，

調査対象の５％しか選抜に際して対人関係能力を測定しておらず，異文化適応研修を実施

していない企業が６８％に達する�。さらに，「選抜」以前の問題として，２００１年の同時多

発テロ以降，海外勤務を忌避する従業員が多くなっていることも企業の頭痛の種であろう

（Briscoe & Schuler, ２００４; Hu & Xia, ２０１０）。

他方，Mendenhall, Dunbar, & Oddou（１９８７）は，現地赴任後の施策にも着目し，先
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�　Tung（１９８１・１９８２・１９８４）は，派遣者の選抜や事前研修に関する日本企業の優位性を指摘し，
米国企業に対して改革を求めている。Tung の調査によると，日本企業の７６％では失敗率が５％
以下である。
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行研究をもとに，「フォローアップ研修」が不十分であることを報告している。この点に

関連して，茂垣（１９９４）は，本国から離れている間に最新の技術や社内情報・人間関係に

疎くなる「浦島太郎現象」� を論じている。また，Tung（１９８８）は，派遣者が本社で忘れ

られた存在となることを恐れる「“Out of sight, out of mind（去る者は日々に疎し）”症

候群」� の存在を指摘している。このほか，Baker & Ivacevich（１９７１）や Harvey（１９８５），

Hendry（１９９４），Shaffer & Harrison（１９９８），Haslberger & Brewster（２００８）などの

研究では，「帯同家族への配慮不足」に言及し，配偶者の就職支援（デュアル・キャリア

問題への対応）や子女教育面でのケアの重要性が述べられている。

加えて，海外勤務からの「帰任」（repatriation）を巡る諸問題への関心も高まってき

た。例えば，Black et al.（１９９９）は，帰任を「新たな海外勤務」と同様に捉えるべきであ

るにも関わらず，本社側の関心が薄い点を問題視している。具体的には，米国人派遣者の

６０％，日本人の８０％，フィンランド人の７１％が帰国後の再適応に困難を覚え，「逆カル

チャーショック」を感じているが，彼（彼女）らの９割以上は帰任前後に４時間未満の研

修・オリエンテーションしか受けていない。また，ステイタスの低下や裁量権の縮小とい

う状況の変化と自身の海外経験が本社で活用されないことへの不満により，「帰任後の憂

鬱」（repatriation blues）に陥る者も多いと言われる（Mendenhall, Dunbar, & Oddou, 

１９８７; Tung, １９８８; Johnston, １９９１; 石田，１９９４・１９９９; Inkson et al., １９９７; Brewster et 

al., ２０１１）。

そして，海外駐在に付随する「住宅手当」「子女教育手当」「一時帰国手当」等の人件費

が企業のコストアップ要因となることは多言を要しないであろう（石田，１９９４; Bonache 

& Pla-Barber, ２００５; Collings, Scullion, & Morley, ２００７; Bonache & Stirpe, ２０１２; Furusawa 

& Brewster, ２０１５; Nowak & Linder, ２０１６）。

②「現地化」に関わる問題

現地化は，上述した本国人の海外派遣を巡る諸問題を回避するための有効なオルタナ

ティブであると考えられる。すなわち，外部環境面では「エスノセントリック」（自民族

中心主義的）な企業イメージを払拭し，現地政府や地元経済界・地域社会との良好な関係

を醸成すると同時に，現地特有のコンテクストに「埋め込まれた」知識や情報へのアクセ

スを通して「現地適応」力の強化をもたらすことが期待できる（McEvily & Zaheer, １９９９; 
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�　本現象については，石田（１９８５）にも示されている。
�　かつて米国では，海外勤務は「忘れ去られる２年間」と言われていたという（Tung, １９８４）。
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浅川，２００２; 安室，２０１２）。また，内部環境的には人件費削減につながるとともに，「グラ

ス・シーリング」（glass ceiling）を打破することで，優秀な現地人の採用・定着とそのモ

チベーションの向上に資するものと考えられよう（石田，１９８９・１９９４; Keeley, ２００１; Evans, 

Pucik, & Barsoux, ２００２; Scullion & Collings, ２００６; 古沢，２００８・２０１３・２０１６・２０１９; 

Evans, Pucik, & Bjö rkman, ２０１０）。

しかし，「現地化」にも負の側面がある。それは現地人の「能力不足」に関わる事項と

「本社との関係性」を巡る事柄に大別できよう（Scullion & Collings, ２００６）。まず，現地

人の「能力不足」は，中国や東南アジアをはじめとする発展途上国でしばしば指摘される

問題で，そのため企業は「教育訓練」の必要に迫られ，それが現地人活用による人件費面

での優位性を相殺してしまう恐れがある（Gross & McDonald, １９９８; Scullion & Collings, 

２００６; Schuler, Jackson, & Tarique, ２０１１）。さらに，事態をより複雑にするのは，こうし

て企業から教育投資を受けた人材が，自らの意思によるジョブホッピングであれ，ヘッド

ハンティングであれ，他社へ流出する可能性が高いということである（Khatri, Fern, & 

Budhwar, ２００１; Selmer, ２００４; Tymon, Stumpf, & Doh, ２０１０; Tian, Harvey, & Slocum, 

２０１４）。現に，これらの点については，日本企業のアジアでの現地経営を主題とした諸研

究においても，現地人の「低い忠誠心・帰属意識」や「高い転職志向・離職率」といった

問題の存在が明らかにされてきた（今田・園田，１９９５; 鈴木，２０００; 馬，２０００; Hong, Snell, & 

Easterby-Smith, ２００６; 李ほか，２０１５など）。

また，「現地化」の短所を「本社との関係性」から考察した研究としては，Mayrhofer 

& Brewster（１９９６）が，Perlmutter（１９６９）及び Heenan & Perlmutter（１９７９）のモ

デルで示された「現地志向」（polycentric）の人材配置は，「本社―子会社」間の活動の調

整を困難にすることを述べている。同様に，Kobrin（１９８８）も，性急な現地化がグローバ

ルな組織や戦略との一体感を損ねる危険性を論じるとともに，国際的なスキルを有した本

国人マネジャーの不足といった副作用をもたらす点に警鐘を鳴らしている。

�　増加する「人材の国際移動」

翻って，今日の経済社会においては，従来型の政治的・経済的理由による移民や海外駐

在員（AEs）に加え，自発的な海外移住・海外就労が増加し，労働市場はますます国際化

している（Collings, Scullion, & Morley, ２００７; Mä kelä  & Suutari, ２０１３; Cerdin & Selmer, 

２０１４）。例えば，United Nations（２０１７）によれば，全世界において「出生地と異なる国

に居住している者」（international migrants）は，１９９０年は１.５３億人であったが，２０１７
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年には２.５８億人へと増加している。また，ILO（２０１８）も２０１７年の移民労働者（migrant 

workers）の総数が１.６４億人となり（２０１３年から９％増加），全世界の労働者の４.７％を占

めることを報告している。この点については，わが国も例外ではなく，２０１７年１０月時点の

海外在留邦人数は１３５万１,９７０人に達して過去最多を更新した（外務省，２０１８）。

海外在留邦人とは，海外に３ヶ月以上在留している日本国民を指し，それは「永住者」

（当該在留国等より永住権を認められており，生活の本拠をわが国から海外へ移した邦人）

と「長期滞在者」（海外での生活は一時的なもので，いずれわが国に戻るつもりの邦人）

に分けられる（外務省，２０１８）�。上で示した海外在留邦人（１３５万１,９７０人）のうち，「永住

者」が４８万４,１５０人（構成比：３５.８％）で，「長期滞在者」は８６万７,８２０人（同６４.２％）であ

る。長期滞在者の職業別内訳は「民間企業関係者」＝５４.４％，「留学・研究者・教師」＝２０.８ 

％，「その他（無職など）」＝１７.１％，「自由業関係者」＝５.６％，「政府関係者」＝２.６％となっ

ている。また。男女別では，男性が６４万６,７８７人（構成比：４７.８％），女性が７０万５,１８３人

（同５２.２％）であるが，地域によって事情は異なり，男性は西欧や大洋州においては構成比

が３０％台に留まるものの，アジアでは６１.９％に達する。

表１は海外在留邦人数の推移を示したもので，２０１７年の総数は１９８９年（平成元年）と比

べて２.３倍に増加している。また，永住者と長期滞在者で比較すると，永住者の伸びが２.０

倍であるのに対し，長期滞在者は２.５倍と大きい。
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�　この統計（『海外在留邦人数調査統計（平成３０年版）』）は，「旅券法」第１６条により，外国に住
所または居所を定めて３ヶ月以上滞在する日本人に対し，その住所または居所を管轄する日本の
大使館または総領事館（在外公館）に提出するよう定められている「在留届」を基礎資料として
いる。但し，在留届を提出・更新していない邦人も多数いることが想定されるため，日系企業，
日本人会，邦人研究者・留学生が在籍する大学，研究機関，各種学校等に調査票を配布し，協力
を求めたとのことである（外務省，２０１８）。

（表１）海外在留邦人数の推移（人）

１９９６１９９５１９９４１９９３１９９２１９９１１９９０１９８９年

７６３,９７７７２８,２６８６８９,８９５６８７,５７９６７９,３７９６６３,０４９６２０,１７４５８６,９７２在留邦人数

２７１,０３５２６７,７４６２６１,５５３２５４,８７６２５４,２４８２５０,８４２２４６,１３０２４６,０４３うち永住者

４９２,９４２４６０,５２２４２８,３４２４３２,７０３４２５,１３１４１２,２０７３７４,０４４３４０,９２９うち長期滞在者

２００４２００３２００２２００１２０００１９９９１９９８１９９７年

９６１,３０７９１１,０６２８７３,６４１８３７,７４４８１１,７１２７９５,８５２７８９,５３４７８２,５６８在留邦人数

３０２,３０４２９１,７９３２８５,７０５２９３,３１０２８５,０２７２８０,５５７２７８,６１９２７４,８１９うち永住者

６５９,００３６１９,２６９５８７,９３６５４４,４３４５２６,６８５５１５,２９５５１０,９１５５０７,７４９うち長期滞在者

２０１２２０１１２０１０２００９２００８２００７２００６２００５年

１,２４９,５７７１,１８２,５５７１,１４３,３５７１,１３１,８０７１,１１６,９９３１,０８５,６７１１,０６３,６９５１,０１２,５４７在留邦人数

 ４１１,８５９ ３９９,９０７ ３８４,５６９３７３,５５９３６１,２６９３３９,７７４ ３２８,３１７ ３１０,５７８うち永住者

 ８３７,７１８ ７８２,６５０ ７５８,７８８７５８,２４８７５５,７２４ ７４５,８９７ ７３５,３７８ ７０１,９６９うち長期滞在者

２０１７２０１６２０１５２０１４２０１３年

１,３５１,９７０１,３３８,４７７１,３１７,０７８１,２９０,１７５１,２５８,２６３在留邦人数

４８４,１５０４６８,４２８４５７,０８４４３６,４８８ ４１８,７４７うち永住者

８６７,８２０８７０,０４９８５９,９９４８５３,６８７ ８３９,５１６うち長期滞在者

（出所）外務省（２０１８）より筆者作成。
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続いて，国別のデータを見ると，米国が在留邦人全体の３１.５％（４２万６,２０６人）を占めて

トップとなり，中国が第２位で１２万４,１６２人が在住している。そして，第３位はオーストラ

リア（９７,２２３人），本論文の対象であるタイ（７２,７５４人）は第４位（東南アジアでは最多）

である（表２）�。

 

こうした状況下，中澤（２０１５）は，日本人の海外への移動は，①第１段階（高度経済成

長期までの南米等への農業移民），②第２段階（１９８０年代以降の日本企業の多国籍企業化

に伴う海外駐在員の増加）を経て，③第３段階（１９９０年代半ば以降の自発的な海外就労者

の増加）を迎えつつあると述べている。

そして，先行研究は自発的な海外就労が増加している背景として，次のような点を挙げ

ている。第１はテレビやパソコンといった電子メディアの発達で海外生活の想像が可能と

なり，こうした「想像力の作動」（work of imagination: Appadurai, １９９６）が海外移住を

活発化させているということである（藤田，２００８）。第２に親の海外駐在への同行や自身

の海外留学経験を通して，若年世代の日本人を中心に，海外就労への心理的抵抗感が小さ

くなりつつある点が指摘されよう（中澤・由井・神谷，２０１２）。事実，経済産業省（２０１９）

によれば，日本企業の海外現地法人数（２０１７年度）は２５,０３４社に達し，１０年間で７,３４６社増

加している。また，日本学生支援機構（２０１９a）の調査では，海外の大学等で学ぶ日本人

留学生の数は１０万５,３０１人（２０１７年度）に上り，過去最多である旨が示されている。そし

（表２）海外在留邦人の国別状況（人）

長期滞在者永住者総数

２３３,４４０（１）１９２,７６６（１）４２６,２０６（１）①米国

１２１,０９５（２）３,０６７（１６）１２４,１６２（２）②中国

４１,２１７（４）５６,００６（２）９７,２２３（３）③オーストラリア

 ７１,２５５（３）  １,４９９（２６）７２,７５４（４）④タイ

  ２６,２３４（１０）４３,７９１（４）７０,０２５（５）⑤カナダ

 ４１,０７９（５）２１,８０８（５）６２,８８７（６）⑥英国

   ３,９３６（２５）４８,４９０（３）５２,４２６（７）⑦ブラジル

 ３３,８７７（７）１１,９０７（７）４５,７８４（８）⑧ドイツ

 ３４,３５０（６）  ８,３６２（１０）４２,７１２（９）⑨フランス

 ２７,８２１（９）１１,９５７（６） ３９,７７８（１０）⑩韓国

（注）（　　）内の数値は順位。
（出所）外務省（２０１８）より筆者作成。
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�　東南アジアの中でタイに次いで在留邦人が多いのはシンガポールで３６,４２３人（全世界で１１位），
以下マレーシア（２４,４１１人，同１２位），インドネシア（１９,７１７人，同１４位），ベトナム（１７,２６６人，
同１６位）が続く（外務省，２０１８）。
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て，第３は求職者と求人側のマッチメーカーとして，国境を越えて活動する人材紹介会社

の存在である。特に昨今では，IT 化の進展により，人材紹介会社は登録者のデータベース

を容易に構築でき，求職者は日本にいながらにして海外就職活動を行えるようになるなど，

そのマッチング機能が強化されつつある（Yui, ２００９; 中澤・由井・神谷，２０１２; 由井，２０１５）。

�　新たな人材オプションとしての「現地採用本国人」

先述した本国人の「海外派遣」と現地人の「登用」（「現地化」）を巡る諸問題が顕在化

する一方で，人材の国境を越えた移動が活発化する中，本国人と現地人の各々の長所を保

持すると同時に，両者の短所の克服が期待できる新たな人材オプションとして注目される

のが「本国人の現地採用」，すなわち「現地採用本国人」（self-initiated expatriates: SIEs）

である（Andresen, Al Ariss, & Walther, ２０１２; Vaiman & Haslberger, ２０１３; 古沢，

２０２０）。

Self-initiated expatriates（SIEs）は，一般的に「自らのイニシアチブで企業のサポー

トを受けずに他国へ移動し，現地人と同様の労働条件で雇用されている個人」と定義され

る（Crowley-Henry, ２００７; Biemann & Andresen, ２０１０など）。先行研究の中には国連な

ど国際機関や大学等に勤務する者を SIEs に含めているものもあるが（Suutari & Brew- 

ster, ２０００; Selmer & Lauring, ２０１０など），我々の研究対象は，言うまでもなく多国籍企

業である。また，多国籍企業の立場で SIEs を捉えた場合，彼（彼女）らが第三国籍人

（third country nationals）である可能性も存在するが，既述のとおり我々の問題意識は

「本国人と現地人の双方の長所を具備しつつ，短所の回避を可能にする人材の活用」にあ

る。従って，本論文では SIEs を「多国籍企業の海外子会社に勤務する現地採用の本国人

従業員」と規定して議論を展開することとする。

人的資源としての SIEs の魅力としては，第１に彼（彼女）らは多くの場合ローカル従

業員として雇用されるので，AEs に比して「人件費が低廉」であるという点が挙げられる

（Hu & Xia, ２０１０）。第２は「異文化への強い関心」と「長期の海外滞在の受容」である。

例えば，Suutari & Brewster（２０００）の研究では，国際的経験への関心は，AEs より SIEs 

の方が強く，長期の海外勤務を受け入れる用意があることが明らかにされている。従って，

同時多発テロ以降，海外勤務を忌避する従業員が増加する中，自らの意思で海外へ赴く 

SIEs の存在は多国籍企業の新たな人材プールとして貴重であると言える。加えて，SIEs 

は帰国の決定を自らの意思で行うので，AEs のような帰任を巡る懸念もない。そして，第

３に「バウンダリー・スパナー」（boundary spanner）としての期待がある。本文脈にお
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けるバウンダリー・スパナーとは，本社所在国の文化と現地の文化の橋渡し役を意味し，

複数の言語能力の保有と複数の文化の内面化がその共通要件となる（Hong, ２０１０; 古沢，

２０２０）。実際，Peltokorpi & Froese（２０１２）が実施した日本に在住する AEs と SIEs へ

の実証研究では，SIEs の方が日本語能力に優れ，日本での生活経験が長く，それが両者

の異文化適応面での差異につながっていることが示されている。そして，Okamoto & Teo

（２０１２）の在オーストラリア日系企業へのインタビュー調査によると，日豪双方での生活・

勤務経験があり，両国の文化に通じた現地採用の日本人社員が“cultural mediators”と

して活躍しているという。

他方，古沢（２０１７・２０１８・２０２０）は，在中国及び在英国の日系進出企業への調査を通し

て，在外日系企業が日本人 SIEs に日本語ネイティブとしての正確な日本語能力や日本の

文化的特性（勤勉，誠実・正直，時間に正確など）の発揮といった「日本人性」（Japanese- 

ness: Furusawa & Brewster, ２０１５）を期待している様子を示している。具体的に述べる

と，上記調査で SIEs を雇用する理由を尋ねたところ，中国・英国ともに「現地人と比べ

て日本語能力が優れている」「現地人と比べて日本人の考え方や日本のマナー・ビジネス

慣行を理解している」が第１位・第２位となった。また，SIEs を雇用しているのは，ホ

スト国市場において「日系企業・日本人」を主要顧客としている企業で相対的に多いこと

が明らかにされた。これらの結果を受けて，古沢は SIEs の活用が「顧客適合論」（吉原・

星野，２００３）に基づく人的資源管理施策である可能性に言及している。つまり，中国や英

国の日系企業が日本人 SIE の「日本人性」を重視する理由の１つは，ホスト国市場の「日

系顧客」（日系企業や日本人）に対応するためであると考えられよう。

しかし，SIEs の海外への「移動理由」や「キャリアタイプ」は AEs のそれとは異なる

ため，人的資源管理面では注意を要する点も多いと思われる。例えば，海外への移動理由

に関しては，AEs の場合は海外子会社の管理や技術移転など多国籍企業の本社社員として

の任務遂行が中心となるが，SIEs はキャリアアップ・収入増，異文化体験，国際結婚など

拡散的である（Suutari & Brewster, ２０００）。従って，AEs が比較的均質な集団であるの

に対し，SIEs は性別・年齢・職務等の面で多様と言われる（Biemann & Andresen, ２０１０）。

また，AEs が当該多国籍企業内での人事異動の一環で海外に赴任し，帰任が予定される

「組織内キャリア」（organizational career）を歩み，本人と企業の共同でキャリアが管理

されるのに対して，SIEs は帰国の決定も含めて自らの責任で主体的にキャリアを選択する

ことから，そのキャリアタイプは「組織横断的キャリア」（boundaryless career）や「変

幻自在のキャリア」（protean career）と描写されることが多い（Inkson et al., １９９７; Inkson 
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& Myers, ２００３; Crowley-Henry, ２００７・２０１２; Dorsch, Suutari, & Brewster, ２０１２）。

こうした中，SIEs の雇用を巡っては，企業側の視点で現地採用本国人の「思考・行動

の過度の現地化」「低い忠誠心・高い転職志向」等を論じた研究のほか，「駐在員との処遇・

キャリア機会の格差」や自らの知識・スキルが正当に評価・活用されない“underemploy- 

ment”など SIEs 側の「職務不満足」に言及した文献も散見される（ロンドン・ウィメン

ズ・ネットワーク，１９９９; Ben-Ari & Vanessa, ２０００; Sakai, ２００４; Lee, ２００５; 中澤ほか，

２００８; 横田，２０１０ab; 齋藤，２０１１; Doherty & Dickmann, ２０１２・２０１３; 古沢，２０１５・２０１７）。

�　タイの日本人 SIEs を巡る論考

①在留邦人数に関する特徴

先に述べたように，タイの在留邦人数は全世界で第４位，東南アジアの中では最多であ

る。その特徴としては，下記のような点が挙げられよう。第１は近年の増加が顕著である

ことである。在留邦人数上位７ヶ国（２０１７年１０月１日時点）の中で，過去１０年間（２００８～

２０１７年）の増加率はタイが６５％と最も高い（外務省，２０１８）�。第２は長期滞在者の占める

割合が大きいという点である。タイでは長期滞在者が在留邦人の９７.９％を占め，その数は

世界第３位となっている（永住者は２６位）。第３は長期滞在者の中で民間企業関係者の比

率が７６.１％と高いことが挙げられる（世界全体では前掲のとおり５４.４％）。そして第４とし

て首都であるバンコクに在留邦人の７２.７％（５２,８７１人）が集中していることである。バン

コクは都市別の在留邦人数でロサンゼルス都市圏に次いで第２位，長期滞在者（５１,９８１人）

だけで見ると，世界で最も多い（永住者は５０位圏外）。

②日本人 SIEs の人数に関わる研究

先に示した外務省（２０１８）には，海外在留邦人の長期滞在者の内訳の１つとして「民間

企業関係者（本人）」というカテゴリーが設けられており，その数が世界全体で２７万３,０８８

人（男性＝２３７,２６８人，女性＝３５,８２０人），タイでは３３,９７８人（男性＝３１,４５６人，女性＝２,５２２

人）であることまでは読み取れる。しかし，そのうちの何人が AEs（日系進出企業の駐在

員）であるかは示されていない。また，上記の数値には，タイ企業や日系以外の外資系企

業，さらには日系地場企業等に勤務している人々も含まれているため，本論文の議論の対

象である日本人 SIEs（在タイ日系進出企業に勤務する現地採用日本人）の実数を統計的に
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�　増加率が高い順に見ると，タイ＝６５％，オーストラリア＝４６％，カナダ＝３９％，米国＝１０％，
英国＝０％，中国＝－１％，ブラジル＝－１３％となっている（外務省，２０１８）。
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把握することはできない。

但し，タイにおいて日本人 SIEs を含む「自発的な海外就労者」が増加傾向にあること

を推論できる研究は存在する。例えば，丹羽・中川・ティモ（２０１８）は，我々が上で参照

した外務省編『海外在留邦人数調査統計』のデータを用いて，タイ在住の「民間企業関係

者」「報道関係者」「自由業関係者」（いずれも本人）のうち自発的な海外就労者が占める

比率が１９９４年の８％から２０１３年には２１％へと上昇していることを推計している。しかし，

繰り返しになるが，そのうちの何％（何人）が我々の研究対象である日系進出企業に勤務

する邦人であるかは分からない。

③日本人 SIEs に対するタイ特有のプル要因

まず，同国における日系進出企業間の「閉じた取引関係」（中澤，２０１５）の存在が挙げ

られる。例えば，日本貿易振興機構（２０１９）がアジア・オセアニアに所在する日系進出企

業に対して実施した調査によると，在タイ日系製造企業の部品・原材料の現地調達先は

「日系進出企業」が５４.７％を占めている�。この数値は同設問の分析対象である１８ヶ国・地

域の中でフィリピン（６８.６％）に次いで高いものである。一方，非製造業の現地市場開拓

（企業向け販売）におけるターゲット層は「日系進出企業」が８８.６％に達し，対象の１５ヶ

国・地域で最高であった�。すなわち，日系進出企業のタイでの事業展開においては，「日

本の企業間関係」が移植・再現されているという側面が多分に見て取れるのである（鍬塚，

２０１８）。そして，そこでは日本の取引慣行を共有し，認知的距離の近い者同士が共通の言

語（日本語）で交渉・調整する方が効率的に取引関係を維持できる（鍬塚，２０１８）。しか

し，大量に日本人駐在員を派遣することは，コスト削減の観点から極めて困難である。一

方，タイには日本への留学経験者など日本語人材も多いが�，ビジネスで求められる高度

な日本語能力やビジネスマナーの習得，さらには「ほう・れん・そう」といった日本企業

特有の行動・思考様式への適応面で不安が残るとされる（原田，２００４; タナサーンセーニー

ほか，２００５; 前野・勝田，２０１３; 中澤，２０１５; 由井，２０１５）。こうした環境下，日本人 SIEs 

に対する需要が発生するのである。つまりは，SIEs の雇用は，先に示した「顧客適合論」

と整合的な企業行動であると同時に，被雇用者の視点に立てば，近年のタイでは「日本人」
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�　残りは「地場企業」＝４１.０％，「日系以外の外資系企業」＝４.４％であった。
�　他の回答は「地場企業」＝４５.１％，「日系以外の外資系企業」＝１８.４％となった（複数回答可）。
�　国際交流基金（２０１９）によると，タイの日本語学習者数は１８４,９６２人で世界第５位である。一

方，日本学生支援機構（２０１９b）によれば，日本で学ぶタイ人留学生は３,９６２人で出身国・地域別
で第９位となっている。
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であること自体が労働市場で優位性を持つ状況が現出していると言えよう（中澤，２０１５; 

丹羽・中川，２０１８）。

また，日系企業・日本人の増加は「集積の経済」が働くことで「集積が集積を呼ぶ」と

いう状況をもたらす（藤田・久武，１９９９）。別言すれば，それは日系企業・日本人の需要

に特化した新たなビジネスが成立することを意味する�。日系企業や在留邦人のようなホ

スト国におけるエスニック・マイノリティをターゲットとして提供される財・サービスは，

「エスニック財」と「非エスニック財」に大別される（樋口，２０１０）。前者は日本食品や日

本語メディアなど母国的生活の維持や適応の圧力の緩和に寄与し，後者は利用者の語学能

力との関連で同胞による提供が相対的に優位となるものである。例えば，国際ビジネスの

ノウハウを欠く中小企業のための日本語による業務サービス（会計処理，IT 業務など）や

在留邦人をターゲットとした日系不動産会社のサービスなどである�。そして，こうした

財・サービスの担い手としての日本人の流入は，「消費者としての日本人」の増大をもた

らし，それが日系企業・日本人向けの財・サービスの担い手となる日本人に対するさらな

る需要を喚起するという循環ができあがるのである（鍬塚，２０１８）。

一方，SIEs のタイへの移動について論じた研究を見ると，「目的地の限定性」（中澤，

２０１５）が強いことに言及した文献が多い。例えば，中澤（２０１５）は，海外就職の意思決定

要因を①「経済」（経済成長が体感できる空間に身をおきたいという志向性），②「言語」

（外国語を使って仕事をし，日常生活を送りたいとの志向性），③「場所」（景観や生活・文

化などによる特定の目的地への志向性）に一般化した上で，上海やシンガポールの SIEs 

と比べて，バンコクで働く日本人にとっては「場所」がより重要なファクターである旨を

述べている。つまり，タイの文化や日常生活に惹かれて移住を決意した者が多いというこ

とである。具体的には，バンコクの日本人 SIEs からは当地が醸し出す「ゆるさ」（緊迫感

の弱さ）が魅力として語られるケースが数多く見られ，それは往々にして日本社会の「き

つさ」「息苦しさ」との対比を含意しているという。従って，タイ語を習得した上で渡航

した人は少数派で，多くは旅行や研修等を契機としてタイ文化と出会った後にタイ語の学

習を始めており，上記②の「言語」に優先順位があるわけではないとのことである。同様

に，斉藤（２００５）も，タイにおける日本人求職者には，旅行でタイの文化・人に魅せられ

たケースや元駐在員がＵターンを希望する事例など「タイが好き」というマインドが共通
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�　この点に関連して，鍬塚（２０１８）は，新しいサービスの供給は一般的にその「成立閾値」を上
回る顧客数を確保することで可能になると述べている。
�　丹羽・中川（２０１８）によると，日系の不動産会社は，入居後のトラブル解決の仲介もするとい

う。
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して存在する点を指摘している。また，齋藤（２０１１）によると，日系人材会社に登録して

いる日本人の「タイでの就職希望理由」は，タイの気候・料理・タイ人の人柄など「タイ

が好きなので」がトップとなっている。さらに，由井（２０１５）が実施した在タイ人材会社

へのヒアリング調査によれば，バンコクでは駐在員経験者の登録が多いが，彼（彼女）ら

は「タイが好き」であるため，他の東南アジア諸国でなく「タイ限定」で求職していると

いう。

④日本人 SIEs のキャリアと職務満足を巡る状況

横田（２０１１ab）のタイでの実態調査によると，現地採用日本人の「今後のタイでの滞在

予定」は「未定」が４６.７％，「４年以内」が２６.１％で，特に２０代女性では「５年以上」「一

生」はゼロである。また，日本人 SIEs の学歴は大卒・大学院修了が７割で，日本での勤

務経験者が８割強，タイ語学修経験者が５割弱に達するが，現在の職位は一般職が４３.０％

で最も多く，次いで課長クラスが１８.９％となっている。そして，月給は４～５万バーツ＝

３３.８％，５
　

 ～６万＝１８.２％，６
　

 ～７万＝１１.７％，１０万以上＝１１.７％で，「ボーナスなし」が

３９.０％に及び，諸手当は殆ど支給されておらず，賃金や福利厚生に「不満」と回答した現

地採用日本人が約半数に上ることが示されている�。こうした結果を受けて，同調査は現

地採用者が低賃金ゆえに長期就労に不安を抱える一方，日系企業側は SIEs のそうした短

期就労意識のために採用を躊躇するというミスマッチが生じているとの論評を加えている。

他方，中澤（２０１５）においては，駐在員との賃金格差を重々承知の上で海外就職を決断

したつもりでも，AEs と SIEs では住居をはじめとする生活水準・生活感覚が異なるため，

同じ日本人であるのに会話自体がかみ合わない辛さや，明らかに SIEs を見下す態度をと

る AEs の存在などから日系企業を退職した元 SIEs のケースが収められている。同様に井

戸（２００６）もタイ人社員と日本人駐在員の板挟みのほか，駐在員との給与や住居の格差な

ど SIEs が抱える苦悩を述べている。

かような状況下，タイ人の配偶者を持つ長期滞在志向の日本人の中には，キャリアの初

期段階では日系企業で経験を積み，昇進の限界に達した段階で日系企業よりも処遇が魅力

的な欧米系企業等へ転職するパターンも多いとのことである（齋藤，２０１１）。
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�　２０２０年４月２３日時点の為替レートによると，１
　

 バーツ＝約３.３円である。
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３．タイにおけるアンケート調査報告

　�　調査概要

本調査は，科学研究費助成事業（研究課題名：日本企業の海外現地経営における「現地

採用日本人」の活用に関する研究，研究代表者：古沢昌之，基盤研究�，２０１６～２０１９年度）

の一環として，２０１８～２０１９年に筆者が実施したものである�。研究の対象は，タイに所在

する日系進出企業（現地法人・支店）及びそこに勤める現地採用日本人で，在タイ日系人

材会社の PERSONNEL CONSULTANT MANPOWER 社（本調査の共同実施主体）の

主要クライアント等３３０社に対してｅメールにて「日系進出企業用」「現地採用日本人用」

双方のアンケート票を送付した�。このうち，日系企業分については，各社の日本人駐在

員１名が企業を代表して回答いただくよう依頼した。有効回答数は１０７社で，回収率は３２.４％

であった。一方，現地採用日本人分は各企業から自社の現地採用日本人社員にアンケート

票を回送してもらい，各自ご回答の上，古沢へ直接返送していただくという方式を基本的

に用いた（SIEs を雇用していない場合は，日系進出企業分のみ回答）。有効回答数は３７名

であった�。

本論文では，日系進出企業調査に基づく報告を行う（但し，一部項目では現地採用日本

人調査のデータも用いる）。

なお，本調査では「現地採用日本人」を「日本本社でなくタイ現地法人（支店）で採用

された日本国籍者」または「タイ現地法人（支店）とのみ労働契約を締結し，日本本社と

は雇用関係にない日本国籍者」と定義した。前者と後者を敢えて区別したのは，先行研究

を踏まえ，「タイで採用され，その後勤務国に変更はないものの，処遇上は駐在員待遇に

転換した者」や「当初は駐在員としてタイに赴任し，その後日本本社との労働契約を解除

し，現地法人（支店）とのみ契約を締結している者」を現地採用日本人に含めるためであ
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�　本科研費研究では，タイを含めて５ヶ国で同様の調査を行い，調査結果の国別比較も企図して
いる。対象国は「言語」に着目し，①公用語・ビジネスの言語ともに英語である 「英国」「米国」，
②公用語は英語以外であるが，ビジネスは英語で可能な「ドイツ」「タイ」，③公用語・ビジネス
の言語ともに英語以外の「中国」の５つを選定した。また，補足的にベトナムでも小規模な調査
を実施した。
�　駐在員事務所は事業活動を行っていないため，また日本人が現地で起業した地場の日系企業は

我々の研究対象である日本に本社を置く多国籍企業ではないので除外した。
�　業務ご多忙の中，アンケートにご回答いただいた方々に心より御礼申し上げる次第である。ま

た，本調査の実施に際し，多大なるご高配を賜った PERSONNEL CONSULTANT MANPOWER 
社の小田原靖社長及びスタッフの皆様方にも感謝の意を表したい。
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る。

本調査のリサーチクエスチョンは，次の３点である。

①現地採用日本人の「雇用」に関する状況（雇用の有無，雇用する理由など）

②現地採用日本人の「バウンダリー・スパナーとしての可能性」（タイ語能力，タイでの

在住・就労経験など）

③現地採用日本人の「働きぶり」に対する日本人駐在員の評価（日本人性，バウンダリー・

スパナーとしての活躍及び信頼関係，不満点など）

�　主な調査結果と分析

①回答企業のプロフィール

日本の親会社の業種は，製造業＝６８.２％，非製造業＝３１.８％である。また，タイへの進

出形態は会社新設＝９３.２％，M&A＝６.８％，出資形態は日本側の完全所有＝６４.５％，合弁

＝３５.５％となった。平均操業年数は１２.６年だった。

平均社員数は２３９.１人であったが，ｔ検定で業種間に５％水準の有意差が検出された（製

造業＝３１８.６人，非製造業＝６８.５人）。また，全社員に占める日本人駐在員の比率は単純平

均で８.１％となった（製造業＝７.０％，非製造業＝１０.５％：ｔ検定で１０％水準の有意差）�。

社長の属性は，日本人駐在員＝８６.９％，日本人 SIEs＝４.７％，本社の日本人が兼務＝６.５％

で，タイ人は僅か１.９％（非製造業及び完全所有では０％），第三国籍人は皆無だった。

また，タイ国内で販売活動を行っている企業が９９.１％を占めた。それら企業の売上に占

めるタイ国内販売比率は平均で７４.３％に達した（製造業＝６８.６％，非製造業＝８６.３％：ｔ検

定で１％水準の有意差）�。一方，タイ国内の主要顧客は日系企業・日本人＝９３.３％，タイ

企業・タイ人＝５０.５％，日系以外の外資系企業＝２８.６％となり（複数回答可），先述の如く，

日系企業間の取引が多い様子が窺える�。
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�　全回答企業の社員総数に占める日本人駐在員総数の比率は２.１％であった。
�　本調査では，タイを含めた「ASEAN 域内販売比率」も尋ねた。結果は，全体では８２.６％で，

業種別に見ると，製造業＝７７.５％，非製造業＝９３.４％となった（ｔ検定で１％水準の有意差）。
�　業種別では日系企業・日本人の比率に大きな違いはないが（製造業＝９３.０％，非製造業＝９４.１％），

タイ企業・タイ人については，製造業が４３.７％であるのに対し，非製造業では６４.７％と２１.０ポイン
トの差があった。
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②「現地採用日本人」の雇用状況

１）雇用の有無

全体で現地採用日本人を雇用している企業は３４.６％で，過去に雇用したことがある企業

を加えると５２.４％となった（表３）。業種別に見ると，日本人 SIEs を雇用しているのは製

造業＝３１.５％，非製造業＝４１.２％で，後者が１０ポイント弱上回った（統計的有意差はなし）。

現地採用日本人社員数の平均値は２.４人（製造業＝１.９人，非製造業＝３.２人），全社員に占

める日本人 SIEs の比率は単純平均で５.２％（製造業＝４.８％，非製造業＝６.０％）となり，

有意差はないものの，いずれも非製造業の方が高かった�。なお，日本人 SIEs を雇用し

ている企業では，日本人駐在員比率の平均値が６.２％であったのに対し，雇用していない企

業では９.１％に達し，１０％水準ではあるがｔ検定で有意差が認められたことから，SIEs の

雇用と駐在員の派遣が一部代替的関係にある可能性が示唆されよう。

２）雇用理由

日本人 SIEs を雇用している企業にその理由を尋ねた。具体的には，先行研究の議論を

踏まえ，１０項目を提示し，その各々について５点法による回答を求めた（５＝全くそのと

おり，４
　

 ＝どちらか言えばそのおり，３
　

 ＝どちらとも言えない，２
　

 ＝どちらかと言えば違

う，１
　

 ＝全く違う。以下，同様）。

分析の結果，「タイ人社員と比べて日本語能力が優れている」（３.４３）が第１位で，「タイ

人社員と比べて日本人の考え方や日本のマナー・ビジネス慣行を理解している」（３.４１），

「取引先が日本人社員による対応を求めてくる」（３.２４）が続いた（表４）。先に示した古沢

の中国・英国における調査結果と同様，現地採用日本人の「日本人性」を重視した雇用で

ある様子が確認できたと言えよう。なお，業種別では，「日本人駐在員と比べて人件費が

安い」（製造業＝２.１７，非製造業＝３.３６）にｔ検定で１％水準の有意差が検出された。
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（表３）現地採用日本人の「雇用の有無」（％）

非製造業製造業全体項目

 ４１.２ ３１.５ ３４.６①現在雇用している

 １４.７ １９.２ １７.８②現在は雇用していないが，過去に雇用したことがある

 ４４.１ ４９.３ ４７.７③これまでに雇用したことはない

１００.０１００.０１００.０合計

�　SIEs を雇用している全企業の社員総数に占める SIEs 総数の比率は０.７％であった。
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３）今後の雇用に対する意向

現在 SIEs を雇用していない企業のうち，５５.７％が「今後雇用したい（雇用してもよい）」

と答えた（残りの４４.３％は「今後も雇用するつもりはない」と回答）。業種別に見ると，

「雇用したい」は非製造業で７０.０％に達し，製造業を２０.０ポイント上回った（有意差はな

し）。また，その数値は「過去に雇用したことがある」企業で６３.２％，「雇用経験なし」の

企業では５２.９％となった（有意差はなし）。

次に，採用したい理由を探るべく，表４と同じ項目を提示し，５
　

 点法で尋ねた。その結

果，「タイ人社員と比べて日本人の考え方や日本のマナー・ビジネス慣行を理解している」

（３.５４）が第１位，「日本本社に海外勤務に適した，あるいは海外勤務を希望する日本人社

員が少ない」（３.５１）が第２位，「タイ人社員と比べて日本語能力が優れている」（３.４４）が

第３位となり，やはり「日本人性」に関わる項目が上位に来た。なお，業種別に見ると，

製造業では「日本本社に海外勤務に適した，あるいは海外勤務を希望する日本人社員が少

ない」（３.９２）が１位となり，非製造業（２.７９）との間にｔ検定で５％水準の有意差が検出

された。

他方，「今後も雇用するつもりはない」と回答した企業にその理由について質問した。

ここでは先行研究を踏まえて１８項目を提示したところ，５点法による回答の平均値は「現

地採用日本人に適した職務が社内に見当たらない」（３.３８）が第１位で，第２位は「日本人の

タイ語人材よりタイ人の日本語人材を重視している」（２.９３），第３位は「現地採用日本人の

人件費・賃金相場が高騰している」（２.８９）となった（表５）。「タイ人の日本語人材を重視」
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（表４）現地採用日本人を「雇用する理由」

ｔ値非製造業製造業SD全体項目

 －２.７４７**３.３６２.１７１.３８２.６２①日本人駐在員と比べて「人件費」が安い

 －０.８４１１.８６１.５７０.９２１.６８②タイ人の日本語人材の「人件費・賃金相場」が高騰している

 －１.２８３３.２９２.７４１.２７２.９５
③「海外駐在員に適した，あるいは海外勤務を希望する日本人社員」が

本社に少ない

 －１.１１５２.８６２.３９１.２４２.５７
④日本人駐在員の「交代・引き継ぎに伴うロス」を回避したい（現地法

人の継続的な経営体制を維持したい）

 ０.１３９２.９３３.００１.５０２.９７⑤日本人駐在員と比べて「タイ語能力」が優れている

 －０.３６２２.８６２.７０１.３０２.７６
⑥日本人駐在員と比べて「タイ人の考え方やタイのマナー・ビジネス慣

行」を理解している

 －０.４４０３.５７３.３５１.４８３.４３⑦タイ人社員と比べて「日本語能力」が優れている

 －０.５８１３.５７３.３０１.３４３.４１
⑧タイ人社員と比べて「日本人の考え方や日本のマナー・ビジネス慣行」

を理解している

 －１.４２８３.７１２.９６１.５９３.２４⑨「取引先が日本人社員による対応」を求めてくる

 ０.８３９２.２９２.６５１.２８２.５１⑩「日本人の有能人材をグローバルに（日本国外で）発掘」したい

（注）５点法による回答（５＝全くそのとおり，４＝どちらかと言えばそのとおり，３＝どちらとも
言えない，２＝どちらかと言えば違う，１＝全く違う）の平均値。
**：p＜０.０１。
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している企業においては，SIEs を雇用している企業とは対照的に，タイ人の日本語人材に

「日本人性」を求めようとしているのかもしれない。業種別では「タイ人社員の中に日本

語や日本の文化に精通した者がいる」（製造業＝２.００，非製造業＝３.１７），「社内公用語の英

語化を推進している」（製造業＝１.５０，非製造業＝２.５０）にｔ検定で５％水準の有意差が認

められた。

③日本人 SIEs の「バウンダリー・スパナー」としての可能性

１）外国語能力

現地採用日本人を雇用している企業の駐在員（１名）に自社の日本人 SIEs 社員（個々

人）の英語能力及びタイ語を「話す」「読む」「書く」の３側面から５点法（５＝問題なく

できる，４
　

 ＝まあまあできる，３
　

 ＝少しできる，２
　

 ＝殆どできない，１
　

 ＝全くできない）

で評価してもらった。なお，SIEs を４名以上雇用している企業については，回答者の負担

を考慮し，職位が高い順（同一職位の場合は勤続年数が長い順）に３名を抽出して評価す

るよう依頼した（n＝６２：回答企業が雇用している日本人 SIEs 総数の７０.０％をカバー）�。
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（表５）今後も現地採用日本人を「雇用しない理由」

ｔ値非製造業製造業SD全体項目

－０.７９３３.１７２.６５１.４１２.７６①「思考・行動が過度に現地化」している

－０.６６３２.８３２.４３１.３０２.５２②「権利意識が強いわりに責任感」に欠ける

－１.２３０２.６７２.１４１.２１２.２５③「不平・不満や愚痴を言うこと」が多い

－１.３２２２.８３２.０９１.２４２.２５④「言い訳」が多い

－０.８８４２.６７２.２７１.２８２.３６⑤「モチベーション」が低く，「指示されたこと」しかしない

－０.４０８３.００２.７４１.３７２.７９⑥会社に対する「忠誠心・帰属意識」が低く，「転職志向」が強い

－０.５９７２.５０２.１８１.１４２.２５⑦「グローバルな視野・知識」を欠いている

－１.４５６３.６７２.６８１.５０２.８９⑧現地採用日本人の「人件費・賃金相場」が高騰している

－１.０１９２.６７２.０９１.２３２.２１⑨「日本人の考え方や日本のマナー・ビジネス慣行」を理解していない

－１.０６６２.３３１.８２１.０５１.９３⑩「タイ人の考え方や中国のマナー・ビジネス慣行」を理解していない

－０.４１７２.１７１.９５１.０９２.００⑪「労働争議やストライキ」など会社とのトラブルを起こすことが多い

－１.０６０２.５０１.９５１.１２２.０７⑫「就労ビザの取得」が困難（費用面も含む）になっている

－２.１２８*３.１７２.００１.２７２.２５⑬タイ人社員の中に「日本語や日本の文化」に精通した者がいる

－２.０１９３.１７２.０５１.２７２.２９⑭日本人駐在員の中に「タイ語やタイの文化」に精通した者がいる

－１.８１０３.８３２.６８１.４４２.９３⑮「日本人のタイ語人材」より「タイ人の日本語人材」を重視している

－２.１３１*２.５０１.５０１.０８１.７１⑯「社内公用語の英語化」を推進している

－０.８８９３.８３３.２６１.４０３.３８⑰「現地採用日本人に適した職務」が社内に見当たらない

－１.４１７２.００１.４１０.９２１.５４⑱「日本本社の日本人の雇用（駐在員ポスト）」を奪う恐れがある

（注）５点法による回答（５＝全くそのとおり，４＝どちらかと言えばそのとおり，３＝どちらとも
言えない，２＝どちらかと言えば違う，１＝全く違う）の平均値。
*：p＜０.０５。

�　評価対象となった日本人 SIEs は男性＝７９.０％，女性＝２１.０％，年齢層は４０代（３５.５％）が最多
で，３０代（２１.０％）が続き，６０代以上＝１９.４％，５０代＝１６.１％，２０代＝８.１％となった。男女間で
比較すると，男性は５０代以上が４４.９％を占めたのに対し，女性では皆無だった（カイ２乗検定で
１０％水準の有意差）。労働契約・処遇は「現地法人採用待遇で無期限契約」が５６.５％，「現地法人



在タイ日系進出企業における「現地採用日本人」の活用に関する研究（古沢）

─　　（　　）─101

また，駐在員（AEs）自身の英語能力・タイ語能力に関しても，同様の尺度で自己評価し

ていただいた。

SIEs と AEs のスコアを比較すると，英語能力に関しては３側面とも両者の数値に殆ど

差異がなかったが，タイ語については全ての側面で SIEs の平均値が相対的に高くなり，

ｔ検定ではいずれも０.１％水準の有意差が認められた（表６）。

２）海外経験

　続いて，現地採用日本人と日本人駐在員の「海外経験」を比べてみた�。まず「半年以

上の在住経験のある外国数」は両者の間に大きな差異はなかった（表７）。しかしながら，

「海外での在住年数」に５％水準，「タイでの在住年数」に１％水準，「海外での勤務年数」

に１０％水準，「タイでの勤務年数」に１％水準の有意差（t 検定）が現れ，いずれも SIEs 

の数値が駐在員のそれを上回った。

　また，紙幅の関係上，表の掲載は割愛するが，「海外への半年以上の留学経験（語学留

学を含む）」を有する者は，AEs が１３.５％に留まったのに対して，SIEs では２９.７％に及ん

だ（カイ２乗検定で５％水準の有意差）�。
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（表６）現地採用日本人と日本人駐在員の「英語能力」及び「タイ語能力」の比較

ｔ値日本人駐在員（AEs）現地採用日本人（SIEs）項目

〈英語能力〉

 ０.０４７３.５２３.５３①話す

 ０.１８９３.７０３.７３②読む

 ０.１７９３.６５３.６８③書く

〈タイ語能力〉

 ６.０７９***２.６６３.６９①話す

 ６.０１２***１.６４２.７２②読む

 ５.１２４***１.５２２.３３③書く

（注）５点法による回答（５＝問題なくできる，４＝まあまあできる，３＝
少しできる，２＝殆どできない，１＝全くできない）の平均値。
***：p＜０.００１。

採用待遇で有期限契約」が３３.９％で，「駐在員（本社採用）待遇」はいなかった。職位は「課長レ
ベル」（３５.５％）が最も多く，「一般職」（１６.１％）が続いた。以下「部長レベル」（１２.９％），「専門
職」（１１.４％），「係長レベル」「副部長・次長レベル」（ともに６.５％）となった。「副社長」（４.７％）
と「社長」（３.２％）も僅かながらあった（他に「顧問・相談役」が３.２％）。職種は「営業・販売・
マーケティング」（５０.０％）が圧倒的に多く，次いで「生産管理・品質管理」（２５.８％），以下「カ
スタマーサポート」（１９.４％），「資材・購買・仕入れ」（１７.７％），「総務・庶務」（１６.１％）の順となっ
た（複数回答可）。なお，本設問の評価対象である日本人 SIEs の中に「外国籍から帰化した日本
人」が含まれているか否かを尋ねたが，帰化者は皆無であった（全員が出生時から日本国籍者）。
�　AEs の海外経験については，外国語能力と同様，日系進出企業調査の回答者のデータを使用し

た。一方，SIEs 分は現地採用日本人調査のデータ（本人の自己申告による回答）を用いた。
�　SIEs の留学経験を男女間で比べると，男性では２０.７％に留まったのに対し，女性のそれは６２.５％

に及んだ（カイ２乗検定で５％水準の有意差）。
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④自社の日本人 SIEs の「働きぶり」に対する評価

　各社の駐在員に自社の日本人 SIEs 社員（個々人）の働きぶりを尋ねた。回答方法は前

掲の外国語能力と同じく，４
　

 名以上雇用している場合は，職位が高い順（同一職位の場合

は勤続年数が長い順）に３名を選び，５
　

 点法で評価していただくというものである（５＝

全くそのとおり，４
　

 ＝どちらか言えばそのおり，３
　

 ＝どちらとも言えない，２
　

 ＝どちらか

と言えば違う，１
　

 ＝全く違う）。

　質問項目は，本論文の問題意識と先行研究での議論を踏まえ，現地採用日本人の「日本

人性」，「バウンダリー・スパナー」としての活躍と「信頼関係」，SIEs への「不満点」の

ほか，「専門的知識・スキルや経験」に関わる事項を提示した。「信頼関係」に関して尋ね

たのは，林（１９８５・１９９４）によれば，バウンダリー・スパナーである「第三文化体」たる

には，複数の言語能力の保有と複数の文化の内面化に加え，関係する２つのグループの少

なくともいずれか一方からの「信頼」が要件となるからである。

　まず，「日本人性」については，提示した５項目全てで全体の平均値が３.９０以上，うち３

項目では４.００以上となった。回答企業が自社の SIEs に「勤勉」「誠実・正直」「時間に正

確」「協調性」といった特性を見出すとともに，「取引先の日系企業・日本人への対応面で

の貢献」も高く評価している様子が窺える（表８）。

　次に，「バウンダリー・スパナー」としての活躍を巡っては，「日本人駐在員とタイ人社

員の橋渡し」が３.５８と高いスコアを示した。また，「信頼関係」の面では「日本人駐在員と

の信頼関係」（４.０５）と「タイ人社員との信頼関係」（３.９２）で平均値が４点前後となり，

「日本本社との信頼関係」（３.５８）も３.５０を上回った。

　続いて，自社の日本人 SIEs に対する「不満点」として，先行研究で散見された「思考・

行動の過度の現地化」や「責任感・忠誠心の欠如」等を中心に７項目を提示したが，スコ

アが２.５０を超えたものはなかった。

　最後に，「担当業務に関する専門的な知識・スキルや経験」に関しては，４.１１という高い
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（表７）現地採用日本人と日本人駐在員の「海外経験」の比較

ｔ値日本人駐在員（AEs）現地採用日本人（SIEs）項目

 －０.６７５ １.８ヶ国 １.６ヶ国①半年以上の「在住経験のある外国数」

 ２.３６７* ８.１年 １２.０年②海外での延べ「在住年数」

 ３.２４２** ５.７年 １０.３年③タイでの延べ「在住年数」

 １.９１９† ７.７年 １０.７年④海外での延べ「勤務年数」

 ２.８０４** ５.６年 ９.５年⑤タイでの延べ「勤務年数」

（注）**：p＜０.０１, *：p＜０.０５, †: p＜０.１。



在タイ日系進出企業における「現地採用日本人」の活用に関する研究（古沢）

─　　（　　）─103

評価が寄せられた。

　なお，上記の全項目において，男女間の有意差はなかった。

４．考察―主な発見事実の整理とインプリケーション―

　本節では，アンケート調査からの主な発見事実とインプリケーションを提示したい。

　まず，リサーチクエスチョン①の「現地採用日本人の雇用状況」については，日本人 

SIEs を雇用している企業は３４.６％で，過去に雇用したことがある企業を加えると５２.４％と

なった。日本人 SIEs の雇用理由は「タイ人社員と比べて日本語能力に優れている」「タイ

人社員と比べて日本人の考え方や日本のマナー・ビジネス慣行を理解している」が第１位・

第２位となり，「日本人性」を重視した雇用である様子が窺えた。そして，第３位は「取

引先が要求してくる」であった。すなわち，タイ特有の日系企業同士の「閉じた取引関係」

の中で，日本人による対応を求める取引先（日系顧客）の声が日本人 SIEs の雇用を促進
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（表８）自社の現地採用日本人の「働きぶり」に対する日本人駐在員の評価

ｔ値女性男性SD全体項目

【日本人性】

０.４４２４.００４.１２０.８８４.１０①タイ人社員と比べて「勤勉」である

０.１６３４.０８４.１２０.８９４.１１②タイ人社員と比べて「誠実・正直」である

０.４８５４.２３４.３５０.７６４.３２③タイ人社員と比べて「時間に正確」である

０.９１３３.６９３.９６０.９４３.９０④タイ人社員と比べて「協調性」がある

－０.２３３４.００３.９２１.１１３.９４⑤取引先の「日系企業・日本人」への対応面で貢献している

【バウンダリー・スパナーとしての活躍及び信頼関係】

１.１４８３.１８３.６７１.０２３.５８
①「日本人駐在員とタイ人社員の文化（言語や考え方）の橋渡し役」として活

躍している

－０.１７９３.１８３.１０１.２９３.１２②「タイ現地法人と日本本社の橋渡し役」として活躍している

０.６３４３.９２４.０８０.８０４.０５③「日本人駐在員との信頼関係」を構築している

０.６９４３.７７３.９６０.８７３.９２④「タイ人社員との信頼関係」を構築している

－０.１４０３.６２３.５７１.００３.５８⑤「日本本社との信頼関係」を構築している

【不満点】

－０.１８０２.３８２.３３１.０２２.３４①「思考・行動が過度に現地化」している

－０.３５７２.０８１.９８０.８７２.００②「権利意識が強いわりに責任感」に欠ける

－０.３２２２.２３２.１２１.０７２.１５③「不平・不満や愚痴を言うこと」が多い

－０.０４０２.１５２.１４０.８８２.１５④「言い訳」が多い

－０.２０９２.００１.９４０.９３１.９５⑤「モチベーション」が低く，「指示されたこと」しかしない

－０.７２９２.２３１.９８０.９１２.０３⑥会社に対する「忠誠心・帰属意識」が低く，「転職志向」が強い

－０.７９１２.４６２.２４０.８８２.２９⑦「グローバルな視野・知識」を欠いている

【専門的な知識・スキルや経験】

 ０.４７４４.００４.１４０.９６４.１１①担当業務に関する「専門的な知識・スキルや経験」を有している

（注）５点法による回答（５＝全くそのとおり，４＝どちらかと言えばそのとおり，３＝どちらとも
言えない，２＝どちらかと言えば違う，１＝全く違う）の平均値。
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する要因の１つになっているものと思われる�。業種別で比較すると，SIEs を雇用してい

る企業の割合は（また，現在は雇用していないが「今後雇用したい」と回答した企業の比

率は），統計的な有意差はないものの，非製造業において相対的に高く，SIEs 社員数及び 

SIEs の全社員に占める比率に関しても，非製造業の数値の方が大きかった。それは，日本

人 SIEs の雇用と「顧客適合論」の親和性を踏まえると，非製造業では一般的に製造業と

比べて顧客と直接接する局面が多く，人的資源への依存度が相対的に高いという事情も相

俟って，「日本人駐在員」より低コストで雇用することができ，また「タイ人の日本語人

材」と比べてより確実に「日本人性」を担保できるであろう SIEs への選好が強まるため

ではなかろうか。他方，「今後も SIEs を雇用するつもりはない」と回答した企業にその理

由を尋ねたところ，「タイ人の日本語人材を重視している」が第２位に来た。同項目を上

位に挙げた企業は彼（彼女）らに「日本人性」を求めようとしているのかもしれない。そ

の意味で，日本人 SIEs とタイ人の日本語人材は労働市場において競合関係にある可能性

も指摘されよう。

　次に，リサーチクエスチョン②として掲げた「現地採用日本人のバウンダリー・スパ

ナーとしての可能性」に関しては，在タイ日系進出企業の日本人 SIEs は，日本人駐在員

を上回るタイ語能力を有するとともに，AEs と比べてタイでの長い生活及び就労経験を持

つことが明らかとなった（いずれも有意差を検出）�。これらの結果は，先に示した Peltokorpi 

& Froese（２０１２）による日本在住の SIEs と AEs の比較研究に合致するものであり，第

２節で述べた多国籍企業におけるバウンダリー・スパナーの共通要件（複数の言語能力の

保有と複数の文化の内面化）や「ホスト国での滞在期間は言語能力と正の相関関係を有し，

言語能力が異文化適応にプラスに作用する」という知見（Selmer, ２００６）に鑑みると，日

本人 SIEs が日タイ間の「橋渡し役」としての可能性を秘めた人材集団である旨が示され

たと言えよう

　続いて，リサーチクエスチョン③の「SIEs の働きぶり」を巡っては，日本人駐在員は，

自社の SIEs 社員の中に「勤勉」「誠実・正直」「時間に正確」といった「日本人性」を見

出していることが分かった。また，日本人駐在員―タイ人社員間の「橋渡し役」（バウン

ダリー・スパナー）及び SIEs と駐在員・タイ人社員・日本本社との「信頼関係」の面で

104

�　古沢（２０２０）では，在中国日系進出企業の事例として，日系顧客から「担当者は日本人にして
ほしい」といった要求があることが示されている。
�　古沢（２０１８・２０２０）の調査では，中国及び英国においても，日本人 SIEs と AEs の間にホスト

国の言語に関する能力や，ホスト国での在住・就労経験に関して有意差があることが示されてい
る。
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も高いスコアが示された。他方，SIEs に対する企業側の「不満点」に関しては，先行研究

で指摘された「思考・行動の過度の現地化」や「強い転職志向」といった事項に関する限

り，企業側は大きな問題を感じているようには見えなかった。そして，「専門的な知識・ス

キルや経験」に対する評価も高かった。以上のことから，日本人 AEs は SIEs の働きぶり

に対して総じて満足している状況が看取できたと言えよう。

５．お　わ　り　に

本論文では，日本企業の東南アジアにおける最大の進出先で，最多の在留邦人を擁する

タイの日系進出企業における「現地採用日本人」（日本人 SIEs）の活用について，理論と

実証の両側面から論じてきた。具体的には，先行研究のレビューを踏まえ，筆者が実施し

たタイでのアンケート調査に基づき，彼（彼女）らの「バウンダリー・スパナー」として

の可能性と「日本人性」を巡る状況を中心に考察した。

「バウンダリー・スパナー」としての可能性に関しては，SIEs が駐在員（AEs）と比べ

て高いタイ語能力とタイでの長い在住・就労経験を持つとともに，林（１９８５・１９９４）が

「第三文化体」（バウンダリー・スパナー）の要件として重視している「信頼関係」の面で

も高いスコアが示されたことから，日本人 SIEs は日本とタイの文化に架橋するポテンシャ

ルを有した人材集団であると考えられよう。事実，回答した日系進出企業は， SIEs が「日

本人駐在員とタイ人社員との橋渡し役」として活躍していることを高く評価している。

　他方，「日本人性」については，回答企業が日本人 SIEs を雇用する背景には，「日本語

能力」や「日本人の考え方や日本のマナー・ビジネス慣行に対する理解」，さらには「取

引先からの要求」が存在する旨が明らかとなった。日系企業同士の「閉じた取引関係」が

タイの特徴とされる中，日系進出企業は日本人 SIEs が有する「日本人性」を重視して彼

（彼女）らを雇用しており，それが「顧客適合論」と関係した人的資源管理施策であるこ

とが示唆されたと言えよう。そして，日本人駐在員が自社の日本人 SIEs の中に「勤勉」

「誠実・正直」「時間に正確」「協調性」といった日本の文化的特性を見出していることも

分かった。

最後に，本論文の限界及び今後の研究課題を申し述べる。まず今回のアンケート調査に

はサンプリング方法において一般化に向けた限界があると思われる。また，日系企業分の

回答は各社の日本人駐在員（１名）によるもので，自社の SIEs に対する評価も回答企業

が雇用する全 SIEs を捕捉していない点に留意する必要があろう。同様に，本研究はクロ
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スセクションデータに基づいており，今後は動態的なアプローチが求められよう。一方，

今回の調査では，日系進出企業が自社の日本人 SIEs の働きぶりに概ね満足している様子

が示されたが，それは必ずしも SIEs 本人の高い職務満足を指し示すものではない。事実，

前述したように，先行研究では AEs との処遇格差や自身の知識・スキルが正当に評価・活

用されない“underemployment”など SIEs 側の「職務不満足」に言及した文献も散見

される。従って，今後は日系進出企業調査と併せて実施した現地採用日本人（本人）調査

の分析結果と成果の統合を行う必要があると考える。筆者の研究課題としたい。

※本論文は，科学研究費助成事業（研究課題名：日本企業の海外現地経営における「現地採用日本

人」の活用に関する研究，研究代表者：古沢昌之，２０１６～２０１９年度，基盤研究�）の成果の一部であ

る。
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Harzing, A. -W., Kö ster, K., & Magner, U.（２０１１） “Babel in business: The language barrier 

and its solution in the HQ-subsidiary relationship”, Journal of World Business, Vol. ４６（３）, 

pp. ２７９�２８７. 

Haslberger, A., & Brewster, C.（２００８）“The expatriate family: An international perspective”,　

Journal of Managerial Psychology, Vol. ２３（３）, pp. ３２４�３４６.

Heenan, D. A., & Perlmutter, H. V.（１９７９）Multinational Organization Development, Reading, 

MA: Addison-Wesley.

Hendry, C.（１９９４）Human Resource Strategies for International Growth, London: Routledge.

Hong, H. -J.（２０１０）“Bicultural competence and its impact on team effectiveness”, International 
Journal of Cross Cultural Management, Vol. １０（１）, pp. ９３�１２０.

Hong, J. F. L., Snell, R. S., & Easterby-Smith, M.（２００６） “Cross-cultural influences on or-

ganizational learning in MNCS: The case of Japanese companies in China”, Journal of International 
Management, Vol. １２（４）, pp. ４０８�４２９.

Hu, M., & Xia, J.（２０１０） “A preliminary research on self-initiated expatriation as compared 

to assigned expatriation”, Canadian Social Science, Vol. ６（５）, pp. １６９�１７７.

ILO（ed.）（２０１８）ILO Global Estimates on International Migrant Workers: Results and Methodology, 
Geneva: ILO.

Inkson, K., Arthur, M. B., Pringle, J., & Barry, S.（１９９７） “Expatriate assignment versus 

overseas experience: Contrasting models of international human resource development”, 

Journal of World Business, Vol. ３２（４）, pp. ３５１�３６８.

Inkson, K., & Myers, B. A.（２００３）“ ‘ The Big OE ’: Self-directed travel and career development”, 

Career Development International, Vol. ８（４）, pp. １７０�１８１.

Johnston, J.（１９９１） “An empirical study of the repatriation of managers in UK multinationals”, 

Human Resource Management Journal, Vol. １（４）, pp. １０２�１０８.

Keeley, T. D.（２００１）International Human Resource Management in Japanese Firms, New York: Pal-

grave Macmillan. 

Khatri, N., Fern, C. T., & Budhwar, P.（２００１） “Explaining employee turnover in an Asian 

context”, Human Resource Management Journal, Vol. １１（１）, pp. ５４�７４.

Kobrin, S. J.（１９８８） “Expatriate reduction and strategic control in American multinational 

corporations”, Human Resource Management, Vol. ２７（１）, pp.６３�７５.

Lee, C. H.（２００５） “A study of underemployment among self-initiated expatriates”, Journal of 
World Business, Vol. ４０（２）, pp. １７２�１８７.
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